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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次
第64期
第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

第65期
第２四半期
連結会計期間

第64期

会計期間

自　平成21年
10月１日

至　平成22年
３月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成23年
３月31日

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
３月31日

自　平成23年
１月１日

至　平成23年
３月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成22年
９月30日

売上高 （百万円） 327,883349,259150,633162,367665,640

経常利益 （百万円） 4,923 5,877 2,010 2,610 9,983

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,711 2,934 1,041 1,198 5,035

純資産額 （百万円） － － 66,953 71,302 68,116

総資産額 （百万円） － － 194,093212,576205,988

１株当たり純資産額 （円） － － 1,776.441,882.601,807.55

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 72.39 78.35 27.82 32.00 134.44

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 34.3 33.2 32.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,461 1,938 － － 13,417

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,510 △1,629 － － △3,120

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △740 △913 － － △1,416

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 28,016 38,311 38,686

従業員数 （人） － － 1,634 1,957 1,640

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 1,957(371)

　（注）１  従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含む）であり、準社員及び嘱託社員を含めております。

　　　　２  従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー・アルバイト）の当第２四半期連結会計期間における平

均雇用人員であります。

　　　　　

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 992 (213)

　（注）１  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、準社員及び

嘱託社員を含めております。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー・アルバイト）の当第２四半期会計期間における平

均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

当第２四半期連結会計期間の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

前年同四半期比（％）

常温流通事業　　　　　　　　　（百万円） 121,365 －

低温流通事業　　　　　　　　　（百万円） 16,350 －

酒類流通事業　　　　　　　　　（百万円） 11,374 －

 報告セグメント計　　　　　　（百万円） 149,090 －

その他　　　　　　　　　　　　（百万円） 2,083 －

　　　　　合計　　　　　　　　　（百万円） 151,174 －

　（注）１　セグメント間取引については相殺消去しておりません。　

　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

前年同四半期比（％）

常温流通事業　　　　　　　　　（百万円） 130,517 －

低温流通事業　　　　　　　　　（百万円） 18,337 －

酒類流通事業　　　　　　　　　（百万円） 12,403 －

 報告セグメント計　　　　　　（百万円） 161,258 －

その他　　　　　　　　　　　　（百万円） 1,108 －

　　　　　合計　　　　　　　　　（百万円） 162,367 －

　（注）１　セグメント間取引については相殺消去しております。　　

　　　　２　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

イオン商品調達株式会社 16,229 10.8 17,289 10.6

        ３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　本年３月11日に発生した東日本大震災は、予想を超える事態でありましたが、現時点においては、当社グループの事

業の継続に重大な影響を及ぼすことはないと認識しており、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスク

についての変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

　　　 　当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益に改善の兆しが見られたものの、政府の経済対策の一

部終了あるいは雇用情勢の不安等から個人消費が依然として力強さを欠き、また原油をはじめとした燃料・原材

料高並びに円高・株安等、先進国の中でも経済回復の遅い国とみなされる厳しい環境でありました。

　　　 　食品流通業界においても、生活防衛型消費の定着に伴い、企業間競争による商品の低価格化が進む一方で一層のコス

ト削減が求められ、売上及び利益の確保が厳しい状況で推移しました。そして、３月11日に発生した東日本大震災

により、当業界の多くの企業が様々なダメージを受けており、先行きが不透明な状況にあります。

　　　 　こうした環境のもと、当社グループは、大手小売業をはじめ主要取引先との取り組み強化に努め、消費者ニーズに対

応した商品の開発・品揃えに加え、新たな需要創造に向けた売場提案等を連携して推進し、相互の業績向上を図り

ました。また競争力を高めるために、諸経費の抑制及び業務全般の生産性向上等に注力し、経営の効率化を推進し

てまいりました。

　　　 　この結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は前年同四半期に比べ7.8％増加し1,623億67百万円となりま

した。利益につきましては、引き続き利益管理の徹底及び物流コストをはじめ諸経費の抑制に努めたことにより、

営業利益は23億68百万円（前年同四半期比29.5％増）、経常利益は26億10百万円（前年同四半期比29.9％増）と

なりました。東日本大震災により東北地区の営業拠点及び物流センターの一部の社屋が損傷し、現時点で判明して

いる震災による損失等の特別損失を５億10百万円計上しましたが、当第２四半期純利益は11億98百万円（前年同

四半期比15.0％増）となりました。

　　　   

　セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

　なお、各セグメントの業績数値につきましては、セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。

　

＜常温流通事業＞

　当社グループの主力事業であります常温流通事業につきましては、食品消費が低調に推移し商品の低価格化が

進行する中、主要得意先との取り組み強化に努め、メーカーを含め連携して成果を追求しました。

　その結果、大手量販店、食品スーパー並びに出店拡大が顕著なドラッグストア、ディスカウントストア等への販

売が堅調に推移したことにより、売上高は1,326億83百万円、営業利益は21億78百万円となりました。

　

＜低温流通事業＞

　低温流通事業につきましては、節約消費に伴う内食化の進行等により外食需要は低迷し、飲食店等への販売は

厳しい状況にありましたが、大手食品スーパーを中心に家庭用冷凍食品、惣菜等の取引拡大に取り組み、震災の

影響についても軽微であったため、売上高は184億24百万円、利益管理の徹底及び物流費の抑制等により、営業利

益は52百万円となりました。

　

＜酒類流通事業＞

　酒類流通事業につきましては、消費者の低価格志向並びに少子高齢化に加えて若年層のアルコール離れが加速

し、酒類消費市場の縮小傾向はますます顕著になりましたが、主要得意先との取り組み強化を図り、震災の影響

についても軽微であったため、売上高は124億43百万円、営業利益は23百万円となりました。　

　

＜その他＞

　その他の事業につきましては、物流関連（配送、庫内作業請負等）がその主な事業内容でありますが、当社グ

ループの売上が堅調に推移したことに伴うその取扱量の増加及び連結範囲の変更等により、売上高は22億88百

万円、営業利益は１億17百万円となりました。
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（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ65億87百万円増加し2,125億76百万円

となりました。

流動資産は、主にたな卸資産及び売上債権が増加したことから、53億38百万円増加し1,367億53百万円となりま

した。また固定資産は、主に連結範囲の変更により有形固定資産が増加したことや、投資有価証券の時価評価額の

上昇等により、12億49百万円増加し758億22百万円となりました。

流動負債は、主に仕入債務が増加したことから、25億61百万円増加し1,329億12百万円となりました。また固定負

債は、主に連結範囲の変更により長期借入金が増加したことから、８億40百万円増加し83億61百万円となりまし

た。

　そして純資産は、31億86百万円増加し713億２百万円となり、その結果、自己資本比率は33.2％となりました。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期

間末に比べ11億24百万円減少し、383億11百万円となりました。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動によるキャッシュ・フローは３億63百万円の資金の増加（前年同四半期は11億53百万円の資金の増

加）となりました。その主な要因は、税金等調整前四半期純利益21億23百万円、減価償却費８億61百万円、賞与引

当金の増加５億63百万円、売上債権の減少281億５百万円、たな卸資産の減少25億99百万円により資金が増加し、

一方、仕入債務の減少340億34百万円等により資金が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは10億49百万円の資金の減少（前年同四半期は９億26百万円の資金の減

少）となりました。その主な要因は、固定資産及び投資有価証券の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動によるキャッシュ・フローは４億39百万円の資金の減少（前年同四半期は４億20百万円の資金の減

少）となりました。その主な要因は、借入金の返済によるものであります。

　

（4）対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　普通株式 72,000,000

計 72,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　普通株式 38,153,115 38,153,115

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数100株

計 38,153,115 38,153,115 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 38,153 － 5,934 － 8,806
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（６）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 住友商事株式会社             東京都中央区晴海１丁目８－11 3,270 8.57

 三井物産株式会社　　　　　（常任代

理人資産管理サービス信

　託銀行株式会社）

 東京都千代田区大手町１丁目２－１ 

（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイ

 ランドトリトンスクエアオフィスタワー

 Ｚ棟）

3,153 8.26

 三菱商事株式会社  東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 1,787 4.68

 加　藤　武　雄  兵庫県芦屋市 1,366 3.58

 日本マスタートラスト信託銀行

 株式会社（信託口）
 東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,129 2.96

 日本トラスティ・サービス信託

 銀行株式会社（信託口）
 東京都中央区晴海１丁目８－11 944 2.47

 加藤産業グループ会社従業員持

 株会
 兵庫県西宮市松原町９番20号 867 2.27

 キユーピー株式会社  東京都渋谷区渋谷１丁目４－13 841 2.20

 ハウス食品株式会社  大阪府東大阪市御厨栄町１丁目５－７ 838 2.19

 カゴメ株式会社  名古屋市中区錦３丁目14－15 731 1.91

計 － 14,930 39.13

　（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

　　　　口）の所有株式数は、全て信託業務に係るものであります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

698,800

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

37,424,100
374,241 同上

単元未満株式
普通株式

30,215
－ １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 38,153,115 － －

総株主の議決権 － 374,241 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株を含めて記載しております。

 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　加藤産業株式会社

　兵庫県西宮市松原町

　９番20号
698,800 － 698,800 1.83

計 － 698,800 － 698,800 1.83

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
10月

11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 1,242 1,354 1,368 1,370 1,500 1,498

最低（円） 1,100 1,100 1,266 1,241 1,293 1,140

　 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 中四国・九州地区担当
中四国・九州地区担当兼

九州支社長
松尾 秀己 平成23年４月１日

取締役 南近畿支社長
南近畿支社長兼

阪南支店長
小林 隆夫 平成23年４月１日

取締役 九州支社長 広域流通部長 破魔 重美 平成23年４月１日

取締役 西近畿支社長
西近畿支社長兼

阪神支店長
木村 敏弘 平成23年４月１日

EDINET提出書類

加藤産業株式会社(E02719)

四半期報告書

10/29



第５【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年10月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成23

年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年10月１日から平成23年３月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 35,554

※2
 35,787

受取手形及び売掛金 ※2
 80,081

※2
 77,465

有価証券 3,202 3,104

商品及び製品 13,699 10,668

仕掛品 3 3

原材料及び貯蔵品 381 373

繰延税金資産 721 745

その他 3,604 3,753

貸倒引当金 △494 △485

流動資産合計 136,753 131,415

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 15,796

※1, ※2
 15,915

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 1,949

※1
 1,868

工具、器具及び備品（純額） ※1
 337

※1
 331

土地 ※2
 24,667

※2
 23,721

リース資産（純額） ※1
 897

※1
 834

建設仮勘定 54 56

有形固定資産合計 43,703 42,727

無形固定資産

ソフトウエア 3,428 3,584

電話加入権 35 34

その他 11 －

無形固定資産合計 3,475 3,619

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 21,135

※2
 19,897

長期貸付金 245 704

差入保証金 ※2
 2,091

※2
 2,043

投資不動産（純額） ※1, ※2
 963

※1
 927

繰延税金資産 585 959

その他 3,820 3,890

貸倒引当金 △199 △197

投資その他の資産合計 28,643 28,226

固定資産合計 75,822 74,573

資産合計 212,576 205,988
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 122,574

※2
 119,912

短期借入金 ※2
 475 66

リース債務 279 241

未払金 1,955 2,254

未払法人税等 2,374 2,580

未払消費税等 93 456

設備関係支払手形 8 4

未払費用 3,928 3,533

賞与引当金 1,059 1,047

役員賞与引当金 34 71

その他 128 182

流動負債合計 132,912 130,350

固定負債

長期借入金 ※2
 560 －

リース債務 634 603

繰延税金負債 51 46

退職給付引当金 5,456 5,400

役員退職慰労引当金 461 449

資産除去債務 119 －

その他 1,078 1,020

固定負債合計 8,361 7,520

負債合計 141,273 137,871

純資産の部

株主資本

資本金 5,934 5,934

資本剰余金 8,806 8,806

利益剰余金 54,667 52,482

自己株式 △860 △860

株主資本合計 68,547 66,362

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,961 1,341

繰延ヘッジ損益 2 △2

評価・換算差額等合計 1,964 1,338

少数株主持分 791 416

純資産合計 71,302 68,116

負債純資産合計 212,576 205,988
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 327,883 349,259

売上原価 304,328 324,329

売上総利益 23,554 24,930

販売費及び一般管理費 ※1
 19,000

※1
 19,493

営業利益 4,554 5,436

営業外収益

受取利息 81 54

受取配当金 100 121

不動産賃貸料 187 203

持分法による投資利益 30 90

その他 123 132

営業外収益合計 522 602

営業外費用

支払利息 3 9

不動産賃貸費用 138 146

その他 11 6

営業外費用合計 153 161

経常利益 4,923 5,877

特別利益

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 35 13

償却債権取立益 87 －

補助金収入 32 －

負ののれん発生益 14 －

特別利益合計 170 15

特別損失

固定資産除売却損 2 21

投資有価証券評価損 313 166

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 93

災害による損失 － ※2
 350

特別損失合計 316 631

税金等調整前四半期純利益 4,777 5,260

法人税、住民税及び事業税 2,011 2,230

法人税等調整額 4 41

法人税等合計 2,016 2,272

少数株主損益調整前四半期純利益 2,761 2,988

少数株主利益 50 53

四半期純利益 2,711 2,934
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 150,633 162,367

売上原価 139,503 150,435

売上総利益 11,129 11,931

販売費及び一般管理費 ※1
 9,300

※1
 9,563

営業利益 1,829 2,368

営業外収益

受取利息 53 25

受取配当金 4 4

不動産賃貸料 95 89

持分法による投資利益 34 127

その他 69 76

営業外収益合計 256 324

営業外費用

支払利息 1 4

不動産賃貸費用 70 73

その他 2 3

営業外費用合計 75 82

経常利益 2,010 2,610

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 69 23

補助金収入 32 －

負ののれん発生益 14 －

特別利益合計 117 23

特別損失

固定資産除売却損 1 13

投資有価証券評価損 243 141

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4

災害による損失 － ※2
 350

特別損失合計 244 510

税金等調整前四半期純利益 1,883 2,123

法人税、住民税及び事業税 1,160 1,247

法人税等調整額 △310 △339

法人税等合計 850 907

少数株主損益調整前四半期純利益 1,032 1,215

少数株主利益又は少数株主損失（△） △9 17

四半期純利益 1,041 1,198
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,777 5,260

減価償却費 1,608 1,706

投資有価証券評価損益（△は益） 313 166

負ののれん発生益 △14 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △22 8

退職給付引当金の増減額（△は減少） 76 55

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 11

賞与引当金の増減額（△は減少） △28 △4

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △28 △36

受取利息及び受取配当金 △181 △176

支払利息 3 9

貸倒損失 0 －

持分法による投資損益（△は益） △30 △90

投資有価証券売却損益（△は益） △35 △13

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △1

有形固定資産除却損 2 21

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 93

補助金収入 △32 －

災害損失 － 176

売上債権の増減額（△は増加） △2,587 △2,294

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,012 △3,038

仕入債務の増減額（△は減少） 167 2,446

その他 △1,762 △102

小計 3,243 4,199

利息及び配当金の受取額 183 179

利息の支払額 △3 △9

災害損失の支払額 － △39

法人税等の支払額 △1,961 △2,390

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,461 1,938
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △50

定期預金の払戻による収入 － 73

有価証券の取得による支出 － △101

有形固定資産の取得による支出 △1,017 △361

有形固定資産の売却による収入 0 4

無形固定資産の取得による支出 △776 △570

補助金収入 32 －

投資有価証券の取得による支出 △480 △703

投資有価証券の売却による収入 269 17

子会社株式の取得による支出 △8 －

投資不動産の取得による支出 △0 △1

貸付けによる支出 △403 △5

貸付金の回収による収入 40 66

その他 △168 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,510 △1,629

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 15

長期借入れによる収入 － 200

長期借入金の返済による支出 △91 △249

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △104 △129

配当金の支払額 △543 △749

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

自己株式の取得による支出 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △740 △913

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,789 △604

現金及び現金同等物の期首残高 29,806 38,686

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 229

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 28,016

※1
 38,311
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１  連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であったマンナ運輸株式会社は、重

要性が増したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　 ９社

２　持分法の適用に関する事

項の変更　

（1）持分法適用非連結子会社の変更

　前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であったマンナ運輸株式会社は、重

要性が増したため、第１四半期連結会計期間より持分法の適用範囲から除いて、連結の

範囲に含めております。　

（2）変更後の持分法適用非連結子会社の数

　　 ３社　

３　会計処理基準に関する事

項の変更　

（1）資産除去債務に関する会計基準の範囲

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日公表分）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日公表分）を適用しております。

　この変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益がそれぞれ２百

万円、税金等調整前四半期純利益が95百万円減少しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は122百万円であります。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１　一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められる場合は、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒

見積高を算定しております。

２　固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している固定資産の減価償却費の算定方法は、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 26,811百万円

投資不動産減価償却累計額 1,385百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額 24,500百万円

　　　投資不動産減価償却累計額 1,267百万円

※２　担保資産

　前連結会計年度において持分法適用非連結子会社で

あったマンナ運輸株式会社を、第１四半期連結会計期

間より連結子会社へ変更したことから、担保資産（対

応する債務）については、建物及び構築物、土地、投資

不動産（対応する債務は短期借入金及び長期借入金）

が、前連結会計年度の末日に比べて著しく変動してお

ります。

※２　担保資産

　

　

　

　

　

　

（1）担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 6百万円

受取手形及び売掛金 30百万円

建物及び構築物 389百万円

土地 961百万円

投資有価証券 657百万円

差入保証金 9百万円

投資不動産 43百万円

（1）担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 6百万円

受取手形及び売掛金 30百万円

建物及び構築物 89百万円

土地 48百万円

投資有価証券 612百万円

差入保証金 5百万円

（2）上記に対応する債務は次のとおりであります。

支払手形及び買掛金 4,819百万円

短期借入金 381百万円

長期借入金 490百万円

（2）上記に対応する債務は次のとおりであります。

支払手形及び買掛金 4,346百万円

　３　保証債務

　下記の仕入債務他に対して保証を行っております。

三陽物産㈱他 43百万円

　３　保証債務

　下記の仕入債務に対して保証を行っております。

三陽物産㈱ 12百万円

EDINET提出書類

加藤産業株式会社(E02719)

四半期報告書

19/29



（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは、次のとおり

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは、次のとおり

であります。

運搬費 6,966百万円

従業員給料手当 3,372百万円

賞与引当金繰入額 958百万円

退職給付費用 281百万円

福利厚生費 654百万円

減価償却費 1,500百万円

賃借料 1,867百万円

情報システム費 1,491百万円

───────────

運搬費 7,370百万円

従業員給料手当 3,512百万円

賞与引当金繰入額 968百万円

退職給付費用 323百万円

福利厚生費 716百万円

減価償却費 1,312百万円

賃借料 1,870百万円

情報システム費 1,404百万円

※２　災害による損失

　　　東日本大震災による損失額であり、内訳は次のとおりで

あります。

たな卸資産廃棄損 188百万円

資産設備の滅失及び復旧費用 115百万円

その他 47百万円

合計 350百万円

　　　なお、仙台臨空センターの修繕費用等が追加で発生する

可能性がありますが、現時点では金額を合理的に見積

もることが困難であることから、上記には含めており

ません。

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは、次のとおり

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは、次のとおり

であります。

運搬費 3,353百万円

従業員給料手当 1,641百万円

賞与引当金繰入額 501百万円

退職給付費用 139百万円

福利厚生費 325百万円

減価償却費 770百万円

賃借料 925百万円

情報システム費 709百万円

運搬費 3,595百万円

従業員給料手当 1,725百万円

賞与引当金繰入額 517百万円

退職給付費用 160百万円

福利厚生費 352百万円

減価償却費 660百万円

賃借料 917百万円

情報システム費 691百万円

─────────── ※２　災害による損失

　　　東日本大震災による損失額であり、内訳は次のとおりで

あります。

たな卸資産廃棄損 188百万円

資産設備の滅失及び復旧費用 115百万円

その他 47百万円

合計 350百万円

　　　なお、仙台臨空センターの修繕費用等が追加で発生する

可能性がありますが、現時点では金額を合理的に見積

もることが困難であることから、上記には含めており

ません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　                           (平成22年３月31日現在)

現金及び預金勘定 25,268百万円

有価証券勘定に含まれる償還期間

３ヶ月以内の追加型公社債投資信託
2,748百万円

現金及び現金同等物 28,016百万円

 

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　                           (平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定 35,554百万円

　

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △143百万円

有価証券勘定に含まれる償還期間

３ヶ月以内の追加型公社債投資信託
2,900百万円

現金及び現金同等物 38,311百万円

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　

平成23年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　38,153千株

 

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　 　698千株

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

（1）配当金支払額 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月17日

定時株主総会
普通株式 749 20.00 平成22年９月30日平成22年12月20日利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日

取締役会
普通株式 636 17.00 平成23年３月31日平成23年６月７日 利益剰余金

  

５　株主資本の金額の著しい変動

　　　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「食品卸売事業」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

　　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「食品卸売事業」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　　当社及び連結子会社は、全て本邦に所在するため、所在地別セグメント情報に該当する事項はありません。

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

　　当社及び連結子会社は、全て本邦に所在するため、所在地別セグメント情報に該当する事項はありません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　　当社及び連結子会社は、海外売上高がないため該当する事項はありません。

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

　　当社及び連結子会社は、海外売上高がないため該当する事項はありません。

　

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要　

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）及び当第２四半期連結会計期

間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、常温流通事業、低温流通事業、酒類流通事業等の複数の事業から構成されており、当社

及び当社の連結子会社が各々独立した経営単位として、事業を営んでおります。

　当社の報告セグメントは、事業内容を基礎として事業セグメントに集約した上で、「常温流通事業」「低

温流通事業」「酒類流通事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「常温流通事業」は、インスタント（缶詰・レトルト含む）、乾物・穀類、飲料、嗜好品、調味料他の販

売を、「低温流通事業」は要冷品の販売を、「酒類流通事業」は酒類の販売を行っております。

　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）　

（単位：百万円）　

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

常温流通　
　事業

低温流通　
　事業

酒類流通　
　事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 278,93239,59228,463346,9882,270349,259 － 349,259

セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替
高

4,572 181 212 4,9662,4657,431△7,431 －

計 283,50439,77428,676351,9544,736356,691△7,431349,259

セグメント利益 4,759 214 234 5,208 218 5,426 9 5,436

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益の調整額９百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額　
（注）２　

四半期連結
損益計算書
計上額　
（注）３ 

常温流通　
　事業

低温流通　
事業

酒類流通　
　事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 130,51718,33712,403161,2581,108162,367 － 162,367

セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替
高

2,166 86 40 2,2921,1793,472△3,472 －

計 132,68318,42412,443163,5512,288165,839△3,472162,367

セグメント利益 2,178 52 23 2,254 117 2,372 △3 2,368

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益の調整額△３百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。　

　

（追加情報）　

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日公表分）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日公表分）を適用しております。　

　

（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であったマンナ運輸株式会社を、第１四半期連結会計期間よ

り連結子会社へ変更したことから、長期貸付金、短期借入金及び長期借入金については前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）長期貸付金 245 238 △6

(2）短期借入金（１年以内に返済予

定の長期借入金を除く）
217 217 －

(3）長期借入金（１年以内に返済予

定の長期借入金を含む）
818 803 △14

（注）金融商品の時価に関する算定方法

（1）長期貸付金

　長期貸付金の時価について、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を新規に同様の貸付を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値によって算定しております。

（2）短期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を除く）

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（3）長期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を含む）

　長期借入金の時価について、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値によって算定しております。　
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（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて変動が認められます。

　 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 11,832 15,202 3,370

(2）債券 3,504 3,210 △294

(3）その他 319 319 △0

合計 15,656 18,731 3,075

　　　　（注）「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第２四半期連結累計期間において減損処理を行い、

投資有価証券評価損166百万円を計上しております。

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　　　　前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載を省略しております。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）　

　資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期連結会計期間の期首に比べて著しい

変動がないため、記載を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載を省略しております。　

EDINET提出書類

加藤産業株式会社(E02719)

四半期報告書

24/29



（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 1,882.60円 １株当たり純資産額 1,807.55円

２　１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 72.39円 １株当たり四半期純利益金額 78.35円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しており

ません。

　　　　２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額  　 　

四半期純利益 （百万円） 2,711 2,934

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 2,711 2,934

期中平均株式数 （千株） 37,455 37,454

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 27.82円 １株当たり四半期純利益金額 32.00円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しており

ません。

　　　　２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額  　 　

四半期純利益 （百万円） 1,041 1,198

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 1,041 1,198

期中平均株式数 （千株） 37,454 37,454
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（重要な後発事象）

　　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。

　　　　

（リース取引関係）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　　　　　リース取引開始日が、平成20年10月１日以降開始する連結会計年度前の連結会計年度に属する所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引について引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四

半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりま

せん。

 

２【その他】

　平成23年５月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・636百万円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・平成23年６月７日 

（注）平成23年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　　平成22年５月13日

加藤産業株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　井　上　浩　一　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　本　田　貫一郎　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている加藤産業株式会社の

平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年

３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、加藤産業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報　

　　

　　　　告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　　平成23年５月13日

加藤産業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　井　上　浩　一　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　本　田　貫一郎　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている加藤産業株式会社の

平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年

３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年10月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、加藤産業株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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